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令和８年度 第１回 加古川市上下水道事業運営審議会 会議録 

 

■日 時    令和８年８月 20日（木）午前９時 30 分から午前 11時 00 分 

 

■場 所    加古川市役所 北館 ３階 ５３１会議室 

 

■出席者    ■委員（五十音順） 

東委員、足立委員、瀬嶋委員、田端委員（会長）、日坂委員、 

堀江委員、渡部委員 

■事務局 

金澤上下水道局長、小川上下水道局次長、 

西村お客さまサービス課長、 

乾施設課長、澁谷中西条浄水場担当課長、大谷配水課長、 

長谷川経営管理課長、辰巳経営管理課副課長、 

橋本経営係長、麻田主査、森川主査 

 

■次 第 

１ 開会 

２ 委員・事務局紹介 

３ 議事 

水道事業の経営改善に係る取り組みについて 

（１）水道料金の改定率について 

４ 閉  会 

 

■配付資料 

 １ 次第 

２ 令和８年度 第１回 加古川市上下水道事業運営審議会 出席者名簿 

３ 運営審議会資料（資料） 

 

■傍聴人   １人 

 

議事（1）：水道事業の経営改善に係る取り組みについて 

 

事務局： それでは議事に移りたいと思います。加古川市上下水道事業運営審議会規程

第 4条第 1項の規定に基づきまして、会長が議長を務めることになっており

ます。議事において、ご発言される際には、恐れ入りますが、挙手の上、ご

発言をお願いいたします。 
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それでは田端会長よろしくお願いいたします。 

 

会 長： 皆さんおはようございます。 

議事に入る前に少しだけご挨拶をさせていただきます。 

この本当に暑い中、また夏休み中にも関わらず、お越しくださいましてあり

がとうございます。 

この過去 1ヶ月、本当にいろんなことがございまして、熊本の地震では上水

道のいわゆる破断の問題であるとか、それから千葉の大雨では内水氾濫、い

ずれも上下水に関わることですし、西日本では渇水という問題も起きており

まして、水が少なくなってくると水質にも影響が出てくるということで、実

を言うと本当にこの夏、上下水道を巡って課題というものが皆さんの目の前

にも明らかになってきていると思っております。 

そうした問題にどう対応していくのかという所が、まさにこういった上下水

道事業運営審議会の中でも議論していかなければいけないところでござい

ます。 

そのためにも、やはり上下水道局の足腰をきちっと鍛えていかなければなら

ないということもあって、本日は議題 1件ではございますけれども、大変重

要な課題でございます。水道料金の改定率についてご議論いただきたいと思

っております。 

本日初めての委員もお見えでございますけれども、昨年度の運営審議会で

は、この水道事業について加古川市の課題の分析を行いました。その結果、

やはりこの水道事業の問題というのは、財政の問題に集中しているというこ

とがわかったと思います。その上で、どうすればいいかということで先ほど

申し上げました足腰を鍛えるという意味でも、まずは経営改善に取り組むと

いうことで、例えば人口減少に合わせたダウンサイジングを行うというよう

なことにもずっと取り組んできました。このことについては、皆様にも色々

とご説明をさせていただいたところでございます。 

ただですね、やはりこれだけの施設削減、管を縮小するとか、その他様々な

ことをやっているのですが、やはり経常収支比率、つまり、収入でちゃんと

支出を賄うということがなかなかできないのではないかということが明ら

かになってきています。 

そのため、やはり水道料金の改定を実施するということで、昨年度の皆様と

のお話の中で、その方向性を決めてきたところでございます。 

令和８年度になりまして、今回第１回ですが、この水道料金の改定に関して、

いわゆる改定率ですね、どれぐらいの割合で上げるのかといった改定率を決

定していきます。それから料金体系ですね、考え方についてはこれまでもご

説明をいろいろしてきましたけれども、基本水量をどうするのかとか、そう
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いったことを含めた料金の体系を決定していかなければいけないというこ

とでございます。 

本日の第 1回目でございますが、令和７年度の審議内容をもう一度振り返り

させていただいて、料金改定率について議論いただきたいと思っておりま

す。 

大体１時間半程度を予定しておりますので、皆様方、議論をいただきながら

も、円滑な議事進行にご協力いただきたいと思います。 

それでは最初に事務局の方からのご説明をよろしくお願いいたします。 

 

事務局： 失礼します。 

それでは、早速ですが、お手元の資料に沿って説明をさせていただきます。 

黄緑色のベースを基調とした資料をご覧ください。 

まず２ページで目次について、本日の議事進行の流れについて説明させてい

ただきます。 

まず初めに、「昨年度決定事項の確認・今年度の進め方」について、昨年度ご

参加いただきました運営審議会において決定した内容の確認、これまでの経

営改善の取組や現状と課題、料金改定率を決定するうえでの２つの目標指標

について、説明させていただきます。 

次に、本日の議題事項「料金算定期間」について、事務局の考え方をお示し

したうえで、「料金改定率の決定」に移ります。ここで、パターンを４つお示

しし、水道料金の平均改定率をご審議いただきます。 

最後に、水道料金の平均改定率が決定した前提となりますが、「今後の検討

事項」の流れを説明いたします。 

早速ですが、「昨年度決定事項の確認・今年度の進め方」について説明いたし

ます。お手元の資料４ページをご覧ください。 

こちらの４ページから７ページまで、一旦、事務局が通しで説明させていた

だきます。よろしくお願いいたします。 

まず、経営改善の取組、料金改定の必要性についてです。 

こちらは、既に「かこ水だより Vol.15」にてご覧いただいている委員の方も

おられるかと思いますので内容が重複する場合がありますがご容赦くださ

い。 

課題検証としまして、昨年、令和７年度において、加古川市水道ビジョン 2028

に掲げている「安全」「強靭」「持続」の３つの方針をもとに、「水質面」「施

設面」「財務面」の観点から課題を検証しました。 

検証結果としまして、「水質面」「施設面」については、順調に事業を推進で

きているものの、「財務面」の観点で、令和 10年度から赤字になる見込みと

なっていることから、人口減少等による料金収入の減少や物価高騰等による
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支出の増加により、収支が悪化傾向にあり、料金改定が必要な状況となって

いるという検証結果となりました。 

収支が悪化傾向にあることから即料金改定というわけではなく、水道事業体

として経営努力をする必要があります。財務面の取組としまして、水需要に

応じた配水池・水源地・管路のダウンサイジング、人員削減等を行い、支出

削減に取り組んでいることをご理解いただきました。左記の取組への見解と

しまして、ダウンサイジングは費用削減効果が出るのに時間がかかる、人員

削減はこれ以上の取組には限界がある、広域化については短期的な改善は見

込めないことから、令和８年１月 19 日に開催いたしました令和７年度第２

回運営審議会において、水道事業の経営改善を図るため、水道料金の見直し

が必要との方向性が示された次第です。 

続いて、資料５ページをご覧ください。 

加古川市の水道料金の現状と課題について説明いたします。 

先ほど４ページにて確認させていただきましたとおり、表題記載のとおり、

経営環境の変化に強い水道料金体系の仕組み、つまり水道料金改定を検討す

る必要があることを確認いたしました。 

現状として、まず、①令和６年度に策定した経営戦略をベースにした財政収

支計画シミュレーションでは、現行の料金水準のままでは、令和 10 年度に

赤字となることが見込まれました。このポイントが料金改定を必要とする一

番大きな理由になります。 

次に、②全国の水道事業体共通の課題となりますが、給水戸数が増加傾向に

ある一方、１戸あたりの使用水量の減少により、全体としての有収水量及び

料金収入は減少傾向にあることを確認しました。 

次に、③本市の現在の基本料金収入割合は約 36％であり、この割合が高まる

ほど、水需要の増減に影響を受けにくい料金体系となり好ましいことを確認

しました。 

次に、④本市の小口径（主に家庭用）についての給水戸数は全体の約 99％、

使用水量は約 87％を占めますが、水道料金収入は約 77％と乖離があること

を確認しました。 

最後に、⑤については、③、④の内容と緊密に関連しますが、水道事業体が

参考とする日本水道協会が定めた過去の「水道料金算定要領」では、基本水

量の設定は経過措置となっていましたが、現在ではその記述さえも消え、基

本水量の必要性が乏しくなってきているという現状をご認識いただきまし

た。 

これらの現状を踏まえまして、課題として、今後の水道料金の見直しでは、

水道料金体系としての公平性を担保するとともに、経営環境の変化に強い仕

組みを構築する必要があるとしました。 
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そして、水道料金改定における検討ポイントとして、①令和 10 年度以降の

赤字解消、②基本料金収入と従量料金収入の割合の見直し、③逓増度の見直

し、④基本水量の見直し、の４つのポイントを、令和８年度中に本運営審議

会にて検討し、本市の水道料金水準を定めていく運びとなります。 

続いて６ページをご覧ください。 

料金改定内容を検討していくに際し、やみくもに増額改定をすれば良いとい

うものではありませんので、やはり「目標」となる指標を定める必要があり

ます。そこで、令和８年３月 16 日に開催されました令和７年度第３回運営

審議会において、料金改定を行うために目標とする指標を２つ設定すること

についての了承を委員の皆さまから得ております。 

本日の運営審議会、料金改定率を定める上において重要な視点でございます

ので改めて確認させていただきます。 

まず１つ目の目標指標は、経常収支比率 100％以上を達成できる料金水準で

あることです。大まかに申し上げると、赤字経営にならないようにするとい

うことです。経常収支比率は、料金収入等の収益で、維持管理費や支払利息

等の費用をどの程度まかなえているかを示す指標となります。水道事業は独

立採算制を原則としており、黒字を示す 100％以上となることが求められる

ため、経常収支比率 100％以上を目標としました。 

次に、２つ目の目標指標は、水道料金収入の６か月程度の資金残高を確保す

ることです。水道事業は停止することができない重要なインフラです。水が

使えない日常生活はとてもではないですが考えることができません。そのた

め、重要なインフラ事業者として、経営成績の黒字を維持しつつ、いわゆる

“黒字倒産”にならないよう、また不測の事態に備えるために、資金残高は

運転資金、設備投資資金、災害等に備えるための臨時資金として確保する必

要があり、料金収入３～６か月程度の資金残高を保有することが望ましいと

一般的に考えられているため、災害時、復旧までに半年を要すると仮定し、

６か月程度の資金残高確保を目標に設定しました。 

後ほどの議題になりますが、この２つの目標を達成できる料金改定率を定

め、今回の審議会にて料金改定率を決定できればと考えています。 

続いて７ページをご覧ください。 

今後の水道料金の改定・検討・審議スケジュールについてご説明します。 

ステップ１としまして、令和７年度において、将来の水需要予測の算定や将

来の財政収支シミュレーションを行い、「財政計画の策定」を行いました。基

本となる財政収支計画のあり方を確認した形です。 

続いて、ステップ２「料金水準の算定」に移り、2-1「料金算定の手法の説

明」や先ほど申し上げました 2-2「目標の設定」まで令和７年度末で審議済

みとなっています。 
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以降、2-3・2-4 が本日の審議事項となり、本日料金改定率を決定し、次回 10

月 22 日の令和８年度第２回運営審議会よりステップ３の料金体系の設定へ

進むスケジュールとなっておりますので、ご予定・ご認識のほどよろしくお

願いいたします。 

以上、「昨年度決定事項の確認・今年度の進め方」についての説明を終わりま

す。 

 

会 長： どうもありがとうございました。 

今までのご説明でご質問・ご意見があればと思います。 

説明では触れておられませんでしたが、この辺りの状況については、かこ水

だよりなどできちんと発信はされています。委員からも市民のご了解という

のは言われていましたので、審議会で決めましたというだけなく、そのあた

りについてはちゃんと発信をしているということを私から付け加えさせて

いただきます。 

以上のところでご意見・ご質問があれば伺いたいと思いますが、いかがでし

ょうか。 

 

ご意見・ご質問がないということで、昨年度の審議の内容ということ、それ

から本年度の進め方ということですね、審議スケジュールということについ

て、ご了解いただいたということで、次に進みたいと思います。 

次はいよいよ議論の方に入っていくのですが、次の料金の算定期間等につい

て、ご説明のほど、事務局から引き続きよろしくお願いしたいと思います。 

 

事務局： 続いて、料金算定期間について説明いたします。 

資料９ページをご覧ください。 

料金改定を検討するうえで、まず先ほどから申し上げております２つの目標

をどの期間達成するべきか、また料金水準を見直すサイクルを何年にするか

を決める必要があります。 

日本水道協会の「水道料金算定要領」では、「料金算定期間は、算定時からお

おむね３年から５年を基準とし、期間ごとの適切な時期に見直しを行わなけ

ればならない。」とされています。 

左側で示しております３年未満の算定期間が短い場合、頻繁に料金が見直し

されることで、日常生活に混乱をきたす可能性があり、改定に関する検討を

毎年行うこととなり、事務負担が大きくなりコストがかかるためほとんど自

治体で採用されていません。 

一方、右側、算定期間が長い５年超の場合、算定期間が長期になり過ぎるこ

ととなり、昨今の経済情勢からもわかるように、経済の推移、需要の動向等、
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不確実性を多く含んでしまいます。 

そのため、推奨算定期間の３年から５年であれば、確実性の高い見通しを基

に料金を算定することが可能、水道料金を長期にわたり安定的に維持するこ

とができ、使用者にとっても家計の見通しが立てやすい、市にとっても長期

の投資や更新費用を料金に織り込みやすいなどのメリットがあります。 

本市では、水道料金の算定期間は、短期よりのデメリットも勘案し、料金の

安定性、事務負担、経営戦略等の他の計画との整合性等を考え、算定期間を

５年、令和 10 年度～令和 14 年度で設定することが妥当と考えており、その

考えを元に改定率を決定したいと考えています。なお、改定後も５年ごとに

水道料金水準を定期的に見直し、料金改定の必要性について審議することと

なります。 

また、「経営戦略等の他の計画との整合性」についてですが、補足で説明させ

ていただきます。お手元の資料にはございませんので、こちらのスクリーン

をご覧ください。 

本市水道料金改定に係るロードマップをお示しします。加古川市の水道事業

にとって重要な計画であります、水道ビジョン及び経営戦略との整合性につ

いて示したものです。 

一番上の「水道ビジョン」については、現在計画期間内であり、令和 10 年

度で終了します。来年度令和９年度より改定事務を行い、令和 11 年度から

10 年間、令和 20 年度までの新ビジョンを策定します。水道ビジョンは大き

くは方向性を示すものであり、一方、中段の「経営戦略」については、財務

面の観点からの財政収支計画をメインとしています。 

今回料金改定を検討していく中で、経営全体をトータルで見据えた際に、本

来それらが一体となって進捗し、経営していきたいという考え方に至り、来

年度より経営戦略の改定時期を調整すべく、新ビジョンに合わせた一体形と

なるよう調整します。それらの水道ビジョンと経営戦略の見直しが令和 15

年度にありまして、その時点で、料金算定期間末の令和 14年度、“直近”の

経営状況を踏まえて、料金改定の必要性も合わせてトータルで経営課題とし

て検討していく経営の“軸”を確立させていきたいという思いから、加古川

市の水道事業にとって、令和 10 年度から令和 14年度の５年間の料金算定期

間を事務局としては選択させていただいたところです。 

ただ、「５年」としておりますが、実際は毎年料金水準の妥当性については確

認を行い、予想できなかった事業計画の変更や物価の変動等、財政に大きな

影響を及ぼす事情が生じた場合には、５年の料金算定期間中であっても、適

宜見直すことで対応する予定です。 

以上、料金算定期間についてご説明いたしました。 

料金算定期間５年と定めることについて、ご意見等あればお願いいたしま
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す。 

 

会 長： ありがとうございました。 

今、料金算定期間ということで、これが決まらないと、次の改定率を決める

ことができませんので、まずこの点について確認したいと思います。 

事務局の案は５年ということです。その理由としては、日本水道協会の推奨

が３年から５年であること。それから、本市における水道ビジョンでござい

ますとか、経営戦略のたてつけを大体５年を１つの基準としているというこ

とで、それに合わせていきたいということが大きな理由でございました。た

だ、ご説明にありましたように、長期間デフレ化でそれほど大きな料金改定

が必要なかったというのがあったのですが、今は相当な物価変動が起きてき

ておりますので、長期にするとまたそれも心配があるということで、皆様の

ご意見を賜りたいということでございます。 

何かご意見・ご質問があれば承りますがいかがでございましょうか。 

 

委 員： 先ほどのご説明で、予想を超える物価上昇があった場合は５年以内でも改定

を検討するということでありましたので、ご提案の５年でいいかと考えてお

ります。 

 

会 長： ありがとうございました。 

他に何かご意見、ありますでしょうか。 

 

委 員： 私もそれでいいと思うのですが、「改定」という言葉が気になります。「改定」

は改定ありきのような気がするのですが、「見直し」という表現の方がいい

のかなとは思いますがいかがでしょうか。 

 

事務局： ご指摘のとおり「改定（仮）」と書いているのですが、実質は見直しで、本当

に改定が必要でなければ改定をしないという形にはなりますので、意味合い

としては見直しになります。 

 

会 長： 文章については「見直し」に修正していただくことでよろしくお願いします。 

 

委 員： 算定期間なのですが、改めて２点確認させてください。 

近々で十分なのですが、給水人口と有収水量の値について、令和６年度、経

営戦略と比較し、どのくらい下振れしていますか。多分、上振れるわけはな

いと思いますので、給水人口の下振れの状況と、有収水量、要はこの５年間

の目途をつけるのであるならば乖離について近々のデータで十分ですので、
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どのぐらい上振れ・下振れの乖離の状況次第で５年間の妥当性というのは根

拠づけられたと思いますので、まず加古川市の状況を教えてください。 

 

会 長： ２つというのは給水人口と有収水量の直近数値ということでよろしいでし

ょうか。 

 

委 員： はい。 

 

会 長： いかがでしょうか。 

 

事務局： まず、令和７年度までの決算の情報が出ておりますので、令和６年度との比

較を申し上げますと、給水人口についてはマイナス 0.6％、1,481 人の減少

となっております。 

有収水量も、追随してマイナス 0.9％の 229,505m3 の減少が見込まれており

まして、今後も大きく下がるということは想定していないのですが、減少の

傾向は今後も続くと見ております。 

 

委 員： それは、前期との差ですね。経営戦略との乖離はどうなっていますか。 

 

事務局： 令和７年度で申し上げますと、給水人口が 246,202 人に対して、もともとの

経営戦略の方は 245,394 人だったので、その差は 808 人になっております。

なので、808 人上振れしております。 

一方で、有収水量については、経営戦略上との差が 279,020m3 上振れしてお

ります。 

いずれにしましても経営戦略よりも決算値は良くなっております。 

それにつきましては、経営戦略はすべて辛めに予測をしているというところ

が、決算値のところでは上振れという結果を招いたとしております。 

 

委 員： ありがとうございます。 

それだけシビアに計画値を考えていただいているというのはすごくありが

たいことだと思います。 

多分、全国的な傾向としましては、むしろ下振れの方がよく出てくる可能性

が高いかと思います。 

要は、前年度の人口と比べて、また前年度の有収水量と比べて、その計画値

との乖離、これが結果としてぶれてしまいますと、また料金改定への影響が

強くなってしまうかと思います。 

私の方が言いたいのは、要は上振れであれ下振れであれ、ある一定の乖離以
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上が生じてしまった場合に、それは５年であったとしても放っておけない。

そういった場合のトリガーが必要であるように思います。実際にどの程度ま

では見ておいて様子観察でいいのかどうか。それ以上になりますと、たとえ

５年を過ぎていないとしましても、やっぱり早急の対応が必要かもしれな

い。そういったような状況、トリガーは事前に掴んでいただいた方が、設定

していただいた方が良いかなと思います。 

物価上昇率が２％であったとしましても、通常資産維持費というのは大体皆

さん１％ぐらいで見ていることが多い。となりますと、結果として物価上昇

率が２％に対して、資産維持費が１％になりますと、もれなく老朽化対策に

対して苦しい状況になってしまうかと思います。 

そういったところまで影響が及ぶ前に、ある程度の計画、料金改定はすぐに

できないものですので、放置した分、それだけ改定率の幅が大きくなってし

まうのだけは避けていただきたいなと思います。 

以上です。 

 

会 長： どうもありがとうございました。 

私の方が経済事情の話ばっかりしていたものですから、もっと基本的なとこ

ろですね、そこについてもちゃんとしっかりと踏まえた上で、しっかりとや

らなければいけないと、そういうご指摘だったと思います。 

いかがでしょうか。先ほどのトリガー条項のようなものを作るのはなかなか

難しいと思うのですが、今回の算定期間において、先ほど私も申し上げまし

たし、事務局からのご説明も経済事情が中心だったのですが、今委員がおっ

しゃったように、例えば有収水量だとかそういったいわゆる基本的な事項の

変動はどの程度織り込んで５年となっているのかということで、何か事務局

なりの回答があればお願いしたいのですが、いかがでしょうか。 

 

事務局： 経営戦略との乖離が出てくることを踏まえ、経営戦略は５年ごとの見直しと

いうことになっております。次回の見直しとしては、令和 11 年度。その次

は 16 年度となっておりますので、５年ごとの見直しを実施する中でそこの

修正を加えていくということになろうかと思います。 

ですので、１つの考え方として、トリガーという設定はなかなか難しいとは

思いますが、５年ごとにその収支の見直しを実施するということは決まって

おりますので、そのタイミングの中で、適正な料金水準であったのかどうか

というところの考察をしていきます。 

 

会 長： ありがとうございました。 

５年おきの料金見直しということも含めて経営戦略と調整をしていくとい
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うことでよろしいですかね。 

他いかがでしょうか。 

 

委 員： 今回と関係するかはわからないのですが、兵庫県の負債のニュースについ

て、加古川市の水道は関係ないのでしょうか。 

 

会 長： ありがとうございます。 

兵庫県の負債と直接は関係ないとは思いますが、金利の問題とか債権という

問題がありますので、それも含めてご説明いただけますでしょうか。 

 

事務局： 確かに、今会長が言われたとおり、水道の事業体として、県の厳しい状況が

直接的に影響するかというのは、この水道事業は何か県の方からいろんな補

助金をたくさんいただくとか、何か事業をやってくださいということを受け

てやっているものという性質が非常に少ないので、それ故に独立採算制なの

で、企業体として利用者の皆さんから料金をお預かりしないと維持ができな

いという話なのですが、どちらかというと、影響は少ないと一旦は整理いた

だいていいと思います。 

金利ということであれば、実際には金利は上がっておりまして、のちほどの

議論で料金改定率を見ていただく中での説明になりますが、やはりこの経済

状況をどう見込んでいくのかというのがポイントになります。 

算定期間を今５年と事務局の方で示させていただいていますが、そうなると

総括原価に対して、どの金利、どれだけいろいろなものが上昇するのかとい

うことを皆様にご審議をいただきたいと思っております。 

金利についても非常に上がっております。当然今の経営戦略の話からいきま

すと、当時は２％以下で見込んでいたのですが、実際には今は４％程度とな

っております。 

そうなりますと、起債をどれだけ起こしていくかっていうバランスもありま

すし、お金を借りてしまえば当然影響も大きいとか、そういうことはもちろ

んありますので、それものちほどの審議の中の１つのポイントになってきま

すので、そのバランスを見ながら考えているとご理解いただければと思いま

す。 

 

委 員： それでしたら、見直しの中に物価上昇って書いてありましたけど、そのあた

りの部分も含めてと思っていたらいいのでしょうか。 

 

事務局： そうですね。 

なかなか予測は難しいですが、これからどうなって物価が上がっていくか、
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賃金がどれだけ上がっていくかというような率を、これからの経済状況を見

据えて、判断いただこうという流れになります。 

 

会 長： 他にいかがでしょうか。 

よろしいでしょうか。 

そうしましたら、皆様のご意見を賜りまして、先ほど申し上げた経営戦略の

見直し期間とも合致するということ、それから、委員がおっしゃったように

予想を超える物価上昇の場合には見直しの前倒しがあるのだということで

あれば５年ということは妥当ではないかというのが皆様のご意見だと思い

ますので、算定期間５年ということでこれからの議論を進めたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

そうしましたら、続けて、料金改定率の方についてご説明のほどよろしくお

願いいたします。 

 

事務局： ありがとうございます。 

続いて、料金改定率のパターンについて説明いたします。 

資料 11 ページをご覧ください。 

物価上昇率と賃金上昇率の変化ごとにパターン分けしたシミュレーション

において、料金算定期間における目標指標を達成するための料金改定率を示

しております。資料には記載しておりませんが、前段の条件として、令和７

年度運営審議会においてご説明さしあげた事項になりますが、令和６年度に

策定した経営戦略をベースとした財政収支計画では、令和 10 年度において

赤字が発生する見込みであり、料金改定率を「30％」と仮定した場合、経常

収支比率及び料金改定率が計画期間内で 100％以上を達成できる見通しであ

り、料金改定率は一旦「30％」を想定し検証を進める形となっておりました。

経営戦略策定時点が令和７年３月であり、財政収支計画の元の値が令和５年

度ベースであったこともあり、そこから２年間の想定値を実績値に置き直

し、昨今の経済情勢の変動を勘案し、より現実的に近い形で料金改定率を定

めるべく財政収支について再確認したうえで、記載のとおり料金改定率パタ

ーンを“４つ”示しています。 

料金改定率は 19.7％～29.7％が候補となっております。 

まず、パターンＡについては、内閣府が示す過去投影パターンとなります。

過去投影とは、経済成長率が低い傾向が今後続くと仮定するパターンになり

ます。物価上昇率 1.1％、賃金上昇率 1.5％で財政収支を積算するパターン

で、２つの目標を達成できる料金改定率は 19.7％と算出しています。 

次に、パターンＢについては、内閣府が示す成長移行パターンとなります。

こちらは多くの自治体が採用している考え方になります。成長移行とは、将
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来に向けてさらに日本経済が成長していく、成長させるという国の政策に基

づき、日本経済がデフレ型経済から、持続的な成長型経済へ移行し、投資拡

大、生産性向上、人への投資などが進むことを前提としたシナリオに基づく

ものです。こちらは物価上昇率 2.0％、賃金上昇率 3.0％で財政収支を積算

するパターンで、２つの目標を達成できる料金改定率は 24.7％と算出して

います。 

次に、パターンＣについては、日本銀行が示す日銀短観ベースのパターンと

なります。日銀短観とは、「物価全般の見通し」について、企業に対して「物

価全般が現在と比べてどの程度変化すると思うか」を尋ね、その回答を平均

したものとなります。物価上昇率 2.5％、賃金上昇率 3.0％で財政収支を積

算するパターンで、２つの目標を達成できる料金改定率は 27.2％と算出し

ています。 

最後に、パターンＤについては、事務局が考える想定超えのパターンとなっ

ています。先ほどのパターンＣよりも物価上昇率を高くみており、物価上昇

率 3.0％、賃金上昇率 3.0％で財政収支を積算するパターンで、２つの目標

を達成できる料金改定率は 29.7％と算出しています。 

右側でお示ししております全体の総括としては、全てのパターンについて、

料金算定期間である令和 14 年度までの経常収支比率、資金残高共に目標を

達成する見込みとなっています。 

パターンＡは現在の経済情勢を鑑みると物価上昇率や賃金上昇率は低水準

となっていると考えられます。 

パターンＣ・Ｄは物価上昇率が上振れした場合に必要な料金改定率となって

おります。 

結果、事務局としては、評価欄記載のとおりパターンＢ、内閣府が示す成長

移行パターンが経済情勢の見通しとして妥当であり、パターンＢに基づいて

算出された料金平均改定率 24.7％を高く評価している現状です。 

それでは、今から物価上昇率と賃金上昇率についての事務局の考え方と個別

の４つの詳細パターンについて説明していきたいと思います。 

資料 12 ページをご覧ください。 

物価上昇率と賃金上昇率について、事務局の考え方、パターンＢを評価した

理由について説明させていただきます。 

まず物価上昇率についてですが、事務局としては「2.0％」が妥当と考えてい

ます。経営戦略策定時も同様に「2.0％」を採用していました。昨今の物価上

昇傾向を鑑み、経営戦略策定時より高い物価上昇率を見込むかどうか検討し

ました。しかし、国の金融政策により「2.0％」が維持されるとの見立てか

ら、内閣府が公表している物価上昇率のうち、多くの自治体が採用している

「2.0％」が妥当と改めて考えました。 
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続いて 13ページをご覧ください。 

賃金上昇率についてですが、経営戦略策定時は当時の人件費の上昇率を加味

し、「1.3％」を採用していましたが、労働生産性の高まりや、相対的に高い

成長率、需要の増大等に伴い物価の上昇が見込まれ、追随して賃金も上昇し

ていくことが想定されることから、見直し検討の結果、内閣府が公表してい

る賃金上昇率のうち、成長移行ケースの「3.0％」が妥当と考えています。 

以上、事務局が妥当と考えるパターンＢの考え方、物価上昇率及び賃金上昇

率についての説明とさせていただきまして、今から個別のパターンについて

説明いたします。 

お手元の資料 14ページをご覧ください。 

こちらは、パターンＡ、内閣府の過去投影ケース、物価上昇率 1.1％、賃金

上昇率 1.5％による試算になります。過去投影とは、経済成長率が低い傾向

が今後続くと仮定するパターンになります。パターンＡであれば、料金改定

率は「19.7％」となります。 

この前提でいくと、２つの目標をそれぞれ達成できる見込みにはなります

が、中段の黒◆３つ目に記載のとおり現在の社会情勢を鑑みると物価上昇率

や賃金上昇率が低水準であると考えられ、想定よりも物価等の上昇により損

益が悪化した場合、料金算定期間内において再度料金改定検討が必要となる

場合が高まることに加え、次回料金改定率が高くなる見込みです。 

なお、令和 10 年度においては、資金残高目標を達成できない見込となって

おります。右下の目標②のグラフで説明しますと、令和 10 年度のみ赤の折

れ線グラフよりも水色の棒グラフの方が下回っている状況になっておりま

す。以降のパターンも同様ですが、令和 10 年度の建設改良工事の金額が大

きく、料金改定初年度となっていますが、この年度において目標②を達成し

ようとするとより大きな改定率となるため、ここは概ね達成の範囲で許容し

ている形となります。重複しますが、他の３つのパターンでも同様となりま

すのでご認識のほどよろしくお願いいたします。 

続きまして、15ページをご覧ください。 

こちらは、パターンＢ、内閣府の成長移行ケース、物価上昇率 2.0％、賃金

上昇率 3.0％による試算になります。成長移行とは、将来に向けてさらに日

本経済が成長していく、成長させるという国の政策に基づき、日本経済がデ

フレ型経済から、持続可能な成長型経済へ移行し、投資拡大、生産性向上、

人への投資などが進むことを前提としたシナリオに基づくものです。パター

ンＢであれば、料金改定率は「24.7％」となります。 

この前提でいった場合も、料金算定期間内においては、２つの目標をそれぞ

れ達成できる見込みになります。中段の黒◆３つ目に記載のとおり、想定よ

りも物価等が上昇し損益が悪化した場合でも、料金算定期間内において再度
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料金改定が必要となる見込みは低いパターンとなり、事務局としてはパター

ンＢを評価しています。 

続きまして資料 16 ページをご覧ください。 

こちらは、パターンＣ、日銀短観で算出するケースで、先ほどのパターンＢ

と比べ物価上昇率 0.5％増加の 2.5％、賃金上昇率 3.0％による試算になり

ます。重複しますが、日銀短観とは、「物価全般の見通し」について、企業に

対して「物価全般が現在と比べてどの程度変化すると思うか」を尋ね、その

回答を平均したものとなります。パターンＣであれば、料金改定率は

「27.2％」となります。 

この前提でいった場合も、料金算定期間内においては、２つの目標を達成で

きる見込みにはなりますが、中段の黒◆３つ目に記載のとおり、物価上昇率

を相対的に高く見ており、それに応じた料金改定率を設定した場合は、料金

算定期間内において再度料金改定が必要となる見込みは低くはなりますが、

物価上昇率を相対的に高く見ていることから、利益剰余が上振れする可能性

があるケースとなります。 

最後に資料 17 ページをご覧ください。 

こちらはパターンＤについてですが、パターンＣの日銀短観で算出するケー

スよりもさらに物価上昇率を高くみた 3.0％、賃金上昇率 3.0％による試算

になります。パターンＤであれば、料金改定率は「29.7％」となります。 

この前提でいった場合も、料金算定期間内においては、２つの目標をそれぞ

れ達成できる見込みにはなりますが、中段の黒◆３つ目に記載のとおり、現

状想定を超える水準で物価上昇率を見ており、相対的に現実的な数値と乖離

する可能性を含んでいます。 

以上、４つのパターンをお示しいたしました。 

昨年度の審議で目標指標を設定しており、「想定する物価上昇率や賃金上昇

率に基づく財政収支シミュレーションをする場合」に、「目標指標を達成で

きる料金改定率はいくらか？」をパターンでお示しする形となるため、ご説

明したとおり、全てのパターンにおいて、経常収支比率、資金残高共に目標

を達成できる見込みとなっています。 

事務局からの説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 

 

会 長： ありがとうございました。 

算定期間５年を想定してどれくらいの料金改定率がいいのかということで

４つのパターンをご紹介いただきました。 

何かここまでのご説明でご質問・ご意見があれば承りますがいかがでござい

ましょうか。 
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委 員： ありがとうございます。 

条件が２つだけなのですが、この２つだけでいいのでしょうか。というのは

例えば他の条件、固定された条件の妥当性というのがわからないのですが、

例えば先ほど委員からありました資産維持費は１％で見ているのでしょう

か。水道の指針だと結構高めの割合でみるべきと記憶しています。資産維持

費というのも、物価上昇と合わせて、かなり高くなると思います。この資産

維持費の固定の仕方についてはいかがでしょうか。 

 

事務局： 資産維持費の考え方の資料がありますので、簡単にご説明をさせていただき

ます。 

まず取得価額があるのですが、物価上昇に伴い、再取得時において取得価額

ベースの減価償却費分の資金の留保だけだと実際に更新するときにかなり

費用が拡大するというところで、その段階において資産維持という名目で料

金収入において利益を上げて、簡単に申し上げると積み立てていくような考

え方になります。資産維持費については日本水道協会の標準的なパーセント

というのは３％と定められております。 

 

会 長： 今回のシミュレーションにそれが反映されているかどうかという確認にな

りますが、いかがでしょうか。 

 

事務局： 今イメージ図でお示ししたとおり、その利益額が資産維持費相当額となりま

して、こちらを資本的収支の不足分に充てていくという考えになるのです

が、実際その資産維持費を３％賄うとなったときに、単年度で利益を約 12億

円程度上げないといけなくなります。資産維持費っていうのは、口頭で申し

上げましたけれども、加古川市の持っているその資産簿価に３％を乗じた

ら、利益を単年度で 12億円計上しないといけないという形になります。 

標準的な３％っていうのは、かなり減価償却が進んで、もう水道施設がボロ

ボロになっているような自治体については資産簿価に３％を乗じることで、

その分の利益を留保していくのであれば３％が実現可能なのですが、今加古

川市は適切に施設の更新を行っておりまして、それに資産維持費を乗じると

なると、先ほど申し上げたとおり利益 12 億円っていうようになりまして、

料金の改定率が 45％程度必要となってしまい現実的ではありません。 

そのため、その資産維持費を何％見るための料金設定というよりも、そのト

ータルで経常収支比率が 100％維持できるような財政収支にしたときに、結

果として資産維持費をどれだけ賄えているかって言うところの考え方にな

り、実際は 1.2％とか 1.3％程度を見込んでいるのですが、今イメージ図で

お示ししましたとおり、その利益相当分が仮に1.2％だとしたら残りの1.8％
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ぐらいをどこで賄うのかというところになると、今までの建設改良積立金な

ど、そういう財源で補填をすることで財政収支は括ることができると計算を

しております。長くなりましたが以上になります。 

 

委 員： ありがとうございました。 

逆算していくと 1.3％ぐらいを見ているということですね。 

日本水道協会の３％はあくまでも指針で、実際には１％ぐらいで見られると

ころが多いのですが、その１％で見るか 1.5％で見るか２％で見るかで全然

これも変わってくると思いますので、今の説明だと逆算しているので、ここ

で言う条件には入れなくてもよいということですか。 

 

事務局： そのとおりです。 

 

委 員： わかりました。 

 

会 長： ありがとうございました。 

 

委 員： 今の説明もあるかと思います。 

問題なのが、物価上昇が２％に対して資産維持率がもし仮に１％であった場

合に、実質的な更新能力が確実に目減りすると思います。単純計算で十分で

すが、単純計算で５年後では約 9.4％の低下があります。10 年後はその 2倍

になりまして 18％程度が目減りしますので、その分は十分その他の財源で

対応できますと示していただければ資産維持費の名目金額は十分対応でき

ると考えることができると思います。 

ですので、そのあたりの説明をうまく示していただければ十分だと思いま

す。 

 

会 長： ありがとうございました。 

よろしいですかね。 

今の説明というのは、市民に向けてということだと思うのですが、いわゆる

独立会計であり日々のお金で回さなきゃいけない部分を見ていますけれど

も、ストックの部分もしっかり反映していますよということはお伝えいただ

く必要があるということで、これは委員もおそらく同じで、ストック、維持

するための費用っていうのはかかるわけですが、それもしっかり踏まえた上

で算定していますよということは市民に向けて伝える、こういう意図かと思

います。 

どうぞ。お願いします。 
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委 員： 私からの質問です。 

今回の推計は先ほど会長が言っていただきましたように、物価を基準として

いるだけのように思います。 

物価はそもそも選べないと思います。我々には選べなくて、私たちが選べる

のは結局料金と仮に予想が外れたときのルールですね。それはこちらの方で

選べるかと思います。 

結局、今回のパーセンテージですね。パーセンテージっていうのは、要は物

価と賃金でそれによって料金改定率はどうなのかっていうそれだけだと思

います。 

ですので、シミュレーションと言いましても、こちら側がコントロールでき

ないものでシミュレーションしていらっしゃるっていうのは若干気になっ

ております。それも先ほど会長がご指摘いただいた内容かと思います。 

ですので、実はもうすべての案が経常収支比率と資金残高を目標にしまし

て、それを達成した場合に物価と賃金で動かしているにすぎない点が果たし

て妥当なのかどうかがすごく気になっております。 

やはりリスクにつきましては、今言っていただきました物価とかって費用リ

スクじゃないですか。要は、今回の物価、賃金というそのリスクでも、収入

リスクが全然考慮されていません。要は人口とか有収水量とか大口・小口の

需要家の動き、もしかして変わってくるかもしれないじゃないですか。さら

に今ご指摘のありました資産リスクですよね。要は、人口密度が変わった場

合、更新費、資産維持費、こういった長期の更新財源が不足した場合、こう

いったものを一応一定にした状況かと思います。 

そういった場合に、もし人口や有収水量の予測が下回ってしまった場合、料

金収入が減ってしまった場合、経常収支比率が下がってしまった場合、今回

であれば資産残高が確保できなくなった場合、それがもう５年後の次回の改

定にしますっていうのが今回の筋書きだと思います。それがいいのかどうか

が、先ほどの委員のご指摘の点だと思います。 

通常のシミュレーション、私が知る限りでは、この費用リスクで出してくる

っていうのは、要はコントロールできないものでシミュレーションするのは

どうなのかな。むしろ収入リスクとか資産リスク、こういったものを考慮し

ていますか。そこは若干気になってしまいます。 

それだけに先ほどの委員の指摘ですね、資産維持費っていうのも確かに今

１％っていうのはよくどの市町もやっていますので、それ自体を非難するこ

とはございません。むしろそれをリスクとして全然シミュレーションに入れ

ていないこと、収入のリスクも入れてないことが少し気になってしまいま

す。 
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会 長： はい。 

ありがとうございました。 

今のご質問で、おそらく 1つ目標指標の収支比率のところでいわば、収入の

ところのどういう形でシミュレーションするのかというところも入ってく

ると思います。 

その時にリスクというのは、おっしゃったように人口が急減するとかという

のは、それを読むことが難しいのですが、先ほど最初にご質問があった基本

となる数字をどういうふうに見込んでいるのかによってこの金額が変わっ

てくると思うのでそのあたりはどうなのかということと、それから資産のリ

スクに関しておっしゃるように補修費等がどう関わってくるかによってき

ますので、これも物価上昇と密接に関係するのですけれども、今委員のご説

明があったところについて、ご回答があればお願いしたいと思います。 

 

事務局： まず収入リスクについてですが、まず人口が今後減少していくというリスク

を反映しております。最新の社人研データを踏まえ、加古川市の人口の減少

傾向に反映させたうえで料金収入は計算をしております。そのため、その改

定率に、減少していく給水人口を乗じて改定率を出しています。 

費用面のリスクについてですが、令和７年度において大規模な漏水の修繕で

すとか、渇水に伴う薬品費の増加、通常の包括委託の委託料の増加などの人

件費の増加がありました。経営戦略を策定した段階で見込めていなかった、

少し昔では想定できなかったような物価上昇率とか、そういったあたりを踏

まえて、今回費用を算出しておりますので、そういったリスクについて見込

んでいます。 

算定期間が５年は、少し長いというようなお考えはもちろんあるのですが、

その中で委員がおっしゃったように、私たちが想定しているリスク以上の何

かがあった場合は、毎年見直しはもちろん事務レベルでやっていく中で、早

急に料金の妥当性について考えていく体制、スキームは整えております。 

以上です。 

 

会 長： よろしいでしょうか。 

先ほど申し上げた収入の面は社人研見込み。社人研見込みは結構辛めに作っ

ていますので、そのあたりを想定しているということでございます。 

支出に関してはさっきおっしゃったようにかなり見通しがなかなか難しい

部分が、特に人件費に関しては難しいことがあります。３％の人件費の上昇

っていうのは、給与水準ですね。事業所っていうのは賃金上昇率、公務員だ

と人勧ですよね。それがこの間出たのが２％程度ですかね。だから多分その

あたりの数字を考えてもそんなにおかしな数字じゃないかなというふうに
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私も見ております。 

他にいかがでしょう。何かご質問があれば承ります。 

お願いいたします。 

 

委 員： この表だけ見ているとパターンＡが一番いいように思えるのですが、なぜパ

ターンＢなのでしょうか。 

 

会 長： ご説明お願いできますか。 

 

事務局： 確かに、パターンＡが一番よく見えるというのは、物価上昇率と賃金上昇率

が一番低いシナリオなので、費用が一番少ないケースになります。令和 14年

までの料金算定期間になりますので、令和 15、16、17 年度あたりについて

は、その物価上昇率、賃金上昇率は一番低い、要するに費用が一番上がって

ないパターンが損益としては一番よくは見えてきます。 

ただ、説明でも申し上げましたとおり、物価上昇率をパターンＡで見てしま

うと、上振れする可能性があるので、このパターンＡで仮にパターンＢぐら

いの物価上昇率になったときに料金改定率 19.7％だと対応しきれないよう

なグラフのつくりになってしまうというような形になります。 

 

会 長： よろしいですか。 

物価が上がりました収入が上がりました、じゃあ水道たくさん使いますかっ

て言ったらあんまり使わないのですよね。物価が上がったその分収入も上が

りますっていうわけではもちろんなく、その代わり支出だけが上がってく

る。だから物価上昇率の低いパターンだと、支出の方がどうしても低く抑え

て見えてしまうので、先ほどおっしゃったように、パターンＡがいいのでは

というふうに見えるのは、そういったところが影響しているのではという説

明でした。 

水道というのは基本的なものなので、なるべくあまり上げたくないっていう

のも、私も気持ちとしてはよくわかるところなのですが、何度も何度も改定

するというのもまた様々な経費がかかったりとか、それからむしろ家計に対

して見ると自分たちの将来計画を作るにあたってやはり不利益になったり

もするということで、できるだけしっかりとした考え方に基づいて予測を立

ててというのがあって今パターンＢがっていうお話だったのかなと思いま

すが、よろしいですか。 

おっしゃるように本当にこの見方をすれば、パターンＡが一番ご負担も小さ

いですし、図を見る限りは、令和 17 年度以降も何となくうまくいきそうな

気がするのですが、先ほど言ったように、これだと本当にもっと物価が上が
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ったときに令和 17 年度どんと上げなきゃいけなくなってくる。こういう事

態を避けたいということが事務局案の方針になっているということでござ

います。 

どうぞお願いいたします。 

 

委 員： 上昇率がパーセント全部違うので、物価上昇率２％、賃金上昇率３％で、こ

の改定を何％上げるというパターンの方がすごくわかりやすいなと思いま

した。 

 

会 長： ありがとうございます。 

はい、どうぞ。 

 

事務局： 今回はどうしてもその経済的な状況をどれだけ見るかが、より正確に見込む

ことになりますので、上振れしない下振れしないっていう料金の改定率って

いうのを議論するために、こういった非常に統計といいますか、推計的で大

変恐縮なのですが、今冒頭でもお話があったとおり、これを皆さんに今後利

用者の方に説明をしていくときに、なかなか先ほどの資産維持費もそうなの

ですが、どうしてもわかりにくいと思います。 

もちろん今回いろいろ話が進んできまして、今後料金体系のお話も、ある程

度の一定の結論に至ったときには、いかにわかりやすく、結局これはこうい

うことですよと皆さん目線の内容をしっかりと伝えられるようにするとい

うのが大きな課題だと思っております。 

PR といいますか、説明する機会を提供するのも大事なのですが、そもそもわ

かりにくい難解な内容が多いものですから、どうやってそれをしっかり、そ

ういうことなのですねというふうに、今後、もう少し外向けに説明するとき

はわかりやすい簡潔なものでまとめていきたいと思いますので、そういった

意味で非常に貴重なご意見だとこちらも受けとめております。 

 

会 長： ありがとうございました。 

すべてのリスクを盛り込んでしまうと、さっきご説明にあった 45％ぐらい

水道料金を上げなければいけなくなってくる。ただそうすると今度は余剰金

がたくさん生まれてしまって、何でそんなに儲けているのだという話にな

る。 

水道局は企業会計でやっていて、儲けることが目的ではなくてあくまでも水

道、下水も含めて上下水道を安定的に提供するための最小限の基準として、

先ほど申し上げた２つの基準、去年議論いただきました２つの基準、要する

に収支比率が 100％を超えて独立採算が維持できますよということと、何か
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あったときに６ヶ月だけはお金がなくても運用できるだけの積み立てをと

っていきますという、これを要するに儲けない最小基準にしています。 

だからそういう意味で、そういった中で、しかしながら、リスクを全く踏ま

えなければ、経営が成り立ちませんから、先ほど言ったぎりぎりの線が、パ

ターンＢかなというのが事務局の考え方かなと考えております。 

確かになかなかシミュレーションだとか、それからいろんな要素を組み込ん

でいくと、確かにわかりにくいところがあってごまかしがあるのではないか

なというふうに思われるかもしれませんけど、考え方はそうした考えに基づ

いているということは、ご理解いただけるように、これからも上下水道局の

方からも発信していただきたいと思います。 

よろしいですかね。 

他にいかがでしょうか。何かご質問、ご意見はございますか。 

 

委 員： 今の案の計算の中で、物価上昇率、賃金上昇率につきましては、全国の指標、

それから全業種の物価上昇でされていると思うのですが、この水道事業につ

いては、設備の更新とかで主に工事関係に費用がかかってくるかと思うので

すけれども、私どももビルを持っていまして、その設備の更新工事なんかに

つきましては、過去の前回の更新時より 1.5 倍ぐらいになっているというよ

うなことが多々あるのですが、この算定の中に、そういった数字も入れられ

て、直近のそこからスタートということでされておられればいいのですが。

それより実績が出ているのが例えば２年前の数字から算定していますよと

いうことであれば、もう直前直近１年はもうすごい上がり方なので、それが

見込まれてないということがあるかもしれないのですが、その点はいかがで

しょうか。 

 

事務局： 先ほどご指摘いただいた件ですが、令和７年度において想定以上の損益の悪

化があり、先ほどご指摘いただいたような内容が、まさに生じたような年度

でした。そのため、経営戦略を策定したときよりもかなり状況が変わってお

りますので、今回の収支においては、令和７年度に生じた事業費を踏まえて

令和８年度以降を積算しておりますので、そこからの推移については、一般

的な物価上昇率のパーセントをベースに乗じてはいるのですが、７年度にぐ

っと上がった分は見込んだ上での推計にさせていただいています。 

 

会 長： よろしいでしょうか。 

どうぞ。 

 

委 員： このシミュレーションは数字遊びみたいになっているのですが、我々として
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はこの前提条件が何かわからないので、委員がおっしゃるように、この表だ

とこの物価上昇率と賃金上昇率だけで見ているような気がします。その前に

ある前提条件を整理して、表とかで示してもらうと、こういうことも考えた

上でということがわかるのですが、これだけだと本当にここを入れ替えるだ

けのもので、どうにでもなる感じなのですが、その裏できちっとその給水人

口とか有収水量とか資産維持率も考えていることが見えた方がよりここの

数字の妥当性っていうのが見えてくるかなと思いましたので、条件を整理し

ていただけると助かります。 

 

会 長： ありがとうございます。 

そういうことも全部踏まえてはいるのですが、それがこの表には見えてない

よということでのご指摘だと思います。 

これは先ほども市民に向けてどう発信するのかとも非常に関係あるところ

だと思いますので、このあたり、いわば単にインフレ率だけを考えているわ

けではなく、こういったことも全部踏まえてこの数字であるということはし

っかりと今後見える化してほしい。これは先ほど事務局からも、それは必要

なことだというふうにおっしゃっていただきましたので、先ほどの委員のご

意見を踏まえてしっかりとご検討いただきたいということです。 

委員、よろしいですか。 

 

委 員： はい。 

 

会 長： 皆様、他に特にご質問とかご意見はございませんでしょうか。 

そうしますとパターンＡの方がいいのではというご意見もあったのですが、

先ほどいろんなリスク要因をある程度踏まえつつ、なおかつ儲け過ぎないと

いうか儲けるわけではないという、ある種のラインとしてパターンＢがいい

のではないかという事務局からのご提案ですけども、この方向でよろしいで

しょうか。 

特に何か賛否を問うわけではないのですが、特にご異議なければその方向で

進めたいと思っています。 

個人的な意見ですけれど、最初料金改定率 30％と言っていたときはちょっ

と高いというふうに思っていたので、何とか 20％台に収まってくれたとい

う個人的な印象です。ただこれはあくまでも個人的な印象で、市民の皆様か

ら聞いたわけではございませんので、繰り返し申し上げますけれども、やは

りここをしっかりと納得いただくためには、様々な条件を踏まえた上でこう

なったのだっていうことを今後しっかりとお伝えいただきたいというふう

に思います。 
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委員よろしいですか。 

 

委 員： そうですね。 

前提条件を見て判断したいところですが何ともこれが会長のおっしゃるよ

うにぎりぎり妥当なところかっていうところについて、数字があると納得で

きるかなと思います。 

 

委 員： 委員がおっしゃっていただいたのはまさにそのとおりかと思います。 

実際に 24.7％っていうのは高いのか低いのかっていう肌感ですよね。住民

の皆さん、地域住民の皆さんにとって 24.7％は高いですって感じる人いら

っしゃるかもしれません。 

そういった場合に、他市の例では資産維持費を３％台も出してきている市町

があります。もし３％とした場合に、実際これだけの金額が上がってしまう、

要は 24.7％に収まらず、いろいろとやった結果 24.7％まで抑え込めました

っていう、そういうストーリーも必要だと思います。 

何も、このやりとりの中ではやっぱり単に単純計算でやっているわけではな

くて、あの手この手やった結果、ここまでで抑え込むことで皆さん理解して

欲しいっていうメッセージも併せて伝えていただきたいと思います。となり

ましたら、やっぱり前提、先ほどやりとりがあった上で、そこまで前提を考

えていただいているのだっていうのがよくわかりましたので、それを出して

いただきたい。もし場合によっては、本来ならば３％っていうのが、日本水

道協会が出しているものとはいえ、加古川市は今まで健全な経営をしていま

すので、資産については努めて抑え込んでいますっていうメッセージも併せ

て伝えていただきたいなと思います。 

要は今回 24.7％っていうのは先払いじゃないですか。この５年間 24.7％で

先に払っていただきますと。その中でその金額で抑え込んでいきますってい

う話かと思うのですね。 

となると逆に 24.7％を超えてしまった場合でも安易に料金改定はしません。

なぜならば、これだけのもう１つの条件として、資金残高ですよね。資金の

期末残高でちゃんとお金を積み増ししておりますので、ここで何とかやりく

りしますので、改定はそんなに安易にするものでありませんという、そうい

ったようなメッセージもあると思うのです。なぜこの２つの指標を出したの

か、いわゆる経常収支比率に加えて、わざわざ残高を出してきているのは貯

金で何とか抑え込みますと、そういったことも多分メッセージであるのかな

と思って、先ほど聞いてはいたのですが、そのあとに皆さんの思いっていう

のは、ちょっと書いていただいた方がいいのかなと思いました。 
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会 長： はい。 

まずこの委員会において提示できるもので結構ですので、先ほど委員がおっ

しゃったところの部分であるとか、ご説明があればお願いしたい。それから

委員がおっしゃるところはまさに、委員がずっとおっしゃっているのです

ね。やっぱり市民の納得なければ、なかなか難しいということですので、そ

こについては、これ繰り返し申し上げていますけれども、しっかりとお願い

をしたいと思います。 

４つに絞ったパターンですけれども、実はもっとそれ以前からいろいろと検

討した上でということなので、そのあたりの数字とか色々と考えていただい

ているところなど、ご説明いただけますか。 

 

事務局： はい。今画面に映します、ご確認をお願いいたします。 

実際の料金改定作業をしている Excel をお示しし料金改定内容について説

明いたします。まず料金収入、こちらについては社人研の人口を５年ごとに

最新のものを入れた結果を踏まえて料金を算出しております。こちらについ

ては、社人研は辛めというところもあって、依拠するには好ましい数字と考

えておりますので、こちらを採用しております。収入面についてはそういっ

たリスクも踏まえています。投資計画については、毎年、今後 10 年間の投

資計画を策定しております。令和７年度において策定した中期事業計画とい

うものがあり、令和８年度から 17 年度まで、加古川市の水道事業のインフ

ラをどのように支えていくのかというのを局内で議論し、どういった投資内

容なのか、その投資内容が妥当なのか積算しております。 

特に、施設関係の事業で中西条浄水場の更新事業が例えば令和 13 年度に 10

億円程度予定しているとか、なかなか投資の平準化というのが事業内容によ

って難しいのですが、水道事業を支える上で必要な事業費を適宜見直して積

算をしております。 

その投資が決まった中で、減価償却費とか、追随して経費内容も決まってく

るのですが、こちらをグラフに示しておりまして、今回の資料に載せている

部分、事務局案の 24.7％はこちらに示しております。 

例えば料金改定率を 0.1％でも下げると、令和 13 年度の目標指標が達成で

きなくなるところを示しています。改定率を下げていくと、資金が不足して

いきますので、達成ができなくなってきます。このように 0.1％刻みで算出

をした結果、令和 10 年度は例外にはなるのですが、24.7％ですべての目標

を達成できるという形で緻密に計算をしております。 

もちろん資産維持費についても積算をしておりまして、日本水道協会が定め

る３％というのを目指すとなると、もちろん先ほど申し上げたとおり改定率

約 45％になるので現実的ではないですが、こちらの料金改定率 24.7％で計
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算したら資産維持費については、1.14％を賄う形になりますので、残りの標

準とされている３％との差額については、これまでの積立金等の財源を利用

しながら、何とか加古川市民の方々の負担をなるべく少なくするように考え

ながら、将来の水道事業のことも考え、バランスを見た結果として 1.14％資

産維持を賄う料金改定率 24.7％の改定内容になっているという形になりま

す。 

 

会 長： よろしいでしょうか。 

今お示ししたように、事前には、こういった詳細データがしっかりあるうえ

で、委員会では、時間の関係もあり、全部その資料を出せなかったので、こ

ういうシミュレーションをやっていますっていうのを補足した説明という

ことになります。 

ということでよろしいでしょうか。 

そうしましたら、パターンＢで進めていくということで、これから今後です

ね、具体的な料金体系等については審議していきたいというふうに思います

ので、どうぞ皆様よろしくお願いいたします。 

そうしましたら、これにつきましては以上でよろしいですかね。 

 

それでは、本日の議事はこれにて終了ということになりますので、水道料金

の改定率について決定とさせていただきます。 

今日の議事録につきましては、私の方にご一任いただくということでよろし

いでしょうか。ありがとうございます。 

そのような形で進めさせていただきます。 

それでは以上をもちまして、私の方の進行を終わらせていただきまして、以

降の進行を事務局にお返しいたします。よろしくお願いします。 

 


